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むすび

序 言

問題 経営労務論と労務管理論

ドイツ経営経済学の体系のなかで労務論はど

のような位置を占め， どのような性格と内容を

もっているか， このあたりのことを尋ねてみる

のが本稿の課題である。

本稿を思い立った直接の動機はこうである。

すなわち，わが国には伝統的に経営労務論と呼

ばれるものがあって一つの専門分野を形づくっ

てきた。また別に労務管理論というものも行な

われている。後者は主として戦後のことにぞく

する。ところが， これら両論のあいだの関係は

ほとんど論議もされず不明確のまま残されてい

る。そして経営労務論のもとに労務管理論が取

扱われ，事実上両者が同一視されている場合も

少なくない。それも一つの見解にはちがいない

が，こうした事情は両者の概念や内容がはっき

りしていないことによる。労務管理論の方は立

入ってみれば意見のちがいはあるにしてもそ

の輪郭と内容とはかなりはっきりしている。経

営労務論の方になるとそうでない。労務管理論

は第一次大戦後一つの専門分野としてアメリ

力に形成された人事管理論 (personneladmi-

nistration)がその後の発展をもふくめていわ

ばレディ・メィドとして戦後わが国に輸入され

たものであるが，経営労務論は，戦前， ドイツ

の一般経営経済学 (allgemeine Betriebs-

wirtschaftslehre)の体系のなかから「労働」

(die Arbeit) の部分を抜出してこれをふえん
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に並べることにしたい。シェーンプ）レークは各

派にそれぞれ何人かの代表的経営学者を配して

いるが，それらの人々についてみることは私に

とって困難でもあり，かつ必ずしも適当でもな

いし， iまたその概論書がわたしの手許にあるか

どうかという関係もあって，結局のところ，理

論源にシェーファーとグーテンベルクを，技術

論脈にメレロヴィッツを，そして規範論脈にフ

ィッシャーを選ぶことにした。フィッシャーを

規範論派に配することについては問題があるか

もしれないが， このことについてはあとで触れ

るであろう 。

1) シェーファーの「人力」論

まず理論源から始めよう。エーリッヒ・シェ

ーファーはリーガーの流れをくむ理論源にぞく

すると言われている叫 このことをあらわすか

のように，彼の概論書の表題は「企業」 (Unter-

nehmung) となっている3)。 しかし彼を今日

のリーガー学源に入れてよいかどうか私にはわ

からない。研究の対象は， リーガーの伝統にし

たがってか， 経営ではなくて企業の経済 (das

Wirtschaften in kaufmanischen Unter-

nehmungen)である。販売論が彼の本領であ

る。 ドイツ経営学が財務論や費用論，一般に経

営計算論に重点をおいてきたなかにあって彼は

つとに市場研究の重要性に若目し， ドイツにお

けるこの方面の先駆的開拓者となった。こうし

た彼に経営労務論の取扱いを問うのはお門ちが

いであるかも知れないが，それだけに興味ある

ことであり， また後述のごとく， 「経営におけ

る人間」をめぐる論争における彼の主張に照し

ても必ず検討する必要のあるものである。彼は

この論争では，経営経済学における経営社会論

的接近の必要を強調したハックスやシュミット

等の主張に反対して，専門科学としての経営経

第 35巻第1・ 2号

済学の純粋性をまもろうとしたのである。では

御本人はどのような経営経済学的労務論を展開

しているであろうか。先師リーガーの「私経済

学入門」 (Einfi.ihrung in die Privatwirt-

schaftslehre, 1928)には労務論は欠落してい

たが， シェーファーの「企業論」には見られ

る。「人力」 (diemenschliche Krafte)とい

う章節のなかで取上げられている。

シェーファーの「企業論」は 3冊4部から成

っている。第一部は「国民経済の構成体として

の企業」，第二部は「企業の構造」で，序論的・

基本的部分をなし，第三部は「経営経済の取引

過程（経営経済的動態論）」，第四部は「成果形

成と成果配分，企業危険と解散，計算制度」と

なっている。「人力」論は第一冊第二部の「企業

の構造」のなかで取上げられている。この企業

構造篇の目次の大綱は次のようになっている。

第二部企業の構辿

—経営経祈的構造 ， ，扁F_

1. 外部構造

2. 内部構造

企業と経営の関係について

(1) 人力

a. 企業・経営行理の語問題

企業家一企業家の型ー狡本機能と；i匁咀

機能ー管理と企業組縦

b. 労働力の給付秩序の諸問辿

共働者の種頻ーその醤理一経済的効果

一給付と報酬一労働）Jの協同一作業の

計画・準備および監督ー経営労務の心

理学的および教育学的問題

c. 経営における社会的秩序の諸問題

社会的秩序と経済的給付秩序一労働閃

係の社会的問迎性一新しい製開

原始化光と人間労働 (hli論）

(2) 物）J-一資肱構造

(3) 資産構造と資本構造との閃係

すなわち，シェーファーは企業構造を外部構

造と内部構造の二面に分け， 後者に物力（資
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産）と並べて人力を配している。経営経済学で に重要な共通問題として次の四つを指摘する。

は一般に労務論は「労働」または「人間労働」 （1) 労働契約の期間

(die Arbeit od. die menschliche Arbeit)と

して生産要素論ないし経営要素論のなかで，そ

の一要素として取扱われるのが普通であるが，

シュ ーファーにおいては企業構造論において人

力構造として位置づけられ，取扱われている。

シェーファ ーのいう「人力」というのは企業

にはたらく人間のことで，上は企業の設立者，

経営者から下は見習工に至る まですべての人間

をふくんでいる。 そして彼はこの人力論を企業

家論，経営者論から始めている。こういう意味

では，普通の労務論とは少からず趣を異にして

いる。

ところで彼によれば，経営経済学では企業家

の問題は従来あまり表面に出て来なかったが，

もともと人間の問題は経営経済学としては余 り

立ち入るべき筋合のものではないし，また一般

に人間労働の問題は，心理学や社会学，労働生理

学や労働法学等の諸分野でも取扱われていて，

経営経済学独自の分野もお のずから制限され

る。しかし，重要な実際問題は沢山あるので，

それを 3つに大別して概観するにとどめたい，

としている。

すなわち，前掲日次にあるように，人力論で

は （a)企業者 ・経営者の問題と （b)縦の関

係である給付秩序の問題（c) 横の関係である

社会的秩序の問題の三つが論じられているが，

経営労務の問題にぞくするのは (b)と（c)の

二つである。 (b)の「労働力の給付秩序の諸

問題」では，前掲細項目の示すごとく，共働者

ということで管理階層をもふくめた人力階層区

分を示し， 「その管理」で労務担当重役の職能

一 人事部の部課編成とそれぞれの職能を列記

している。そしてすべての企業にとって経済的

(2) 労働力総量の問題

(3) 労働力の給付と賃金の問題

(4) 企業の全体目標に向けての諸労働力の

協同

上記のうち（1)と (2)とは単なる指摘に終

り． （3)の賃金と (4)の協同が少し論じられ

ている。賃金ではただ公正賃金， 賃金形態，プ

レミアム制，社会的賃金について一言されてい

るだけである。協同については作業の計画 ・準

備および監督の外面的施策と，これを実現する

ための内面的条件としての共働者の自発的協力

の必要を説いている。そのための方策として，

共働者の適性を検討し，やり甲斐のある仕事を

与えること，労働条件を改善し精神的緊張の緩

和をはかること，そしてとくに「労働力なるも

のは何よりもまず人間であること，したがって

肉体，魂および精神からなる存在であること」4)

を認識すること，「人間労働力にとってはつね

に人間それ自身のみが，最初に，そして最後に

ものをいうものである」” ことを認識すること

の必要を説いている。

(c) の「経営における社会的秩序の問題」

は， 「労働力として くよそものの〉 (fremde) 

経営につながれた人格がたえず蒙っているとこ

ろの人間性喪失は……どこかで埋め合わされる

必要がある。純然たる給付部面ー一この部面は

必然的に階層的に垂直的に秩序づけられなくて

はならない―と並んで， 十分な洞察と善意と

をもってつくられた社会的秩序が個々の企業で

必要であ る 。 • …••一つの企業において結合され

た労働力は上は企業主から下は最小年の見習エ

に至るまで，労働過程の内部ではその教育や能

力や給付意思はいろいろ異なってはいても，何
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よりもまず人間であり，彼らの人間的尊厳のゆ

えに平等な権利の所有者である。かくて，この

ような事態が各人の意識にのぼらせられて，しま

っきりと作用することができるようなそんな分

野が経営の内部に必要である。」6) ＿ー一このよう

な書き出しで始まっている。

かく言うシェーファーは給付秩序すなわち経

営秩序の経済的側面と社会的秩序すなわち社会

的側面とを厳しく区別すべきことを強調する。

前者では経済原則が支配し，階層原理と指導服

従の関係が支配し， 後者では社会的（純人間

的）関係，平等の関係が支配する。前者におい

ては個々の労働力は企業の経済目的に対する貢

献度によって評価され，後者においては，互に

人間として法的・道徳的に評価され，民主的共

同決定の原則が支配する。したがって，いわゆ

る経営社会政策の名の下に両者の区別をあいま

いにするようなことがあってはならない。今日

の企業家はたんに国民経済的責任を負うだけで

なく， 高度の社会的義務をも自覚すべきであ

る。この社会的義務は純粋に経済的周面だけで

は解決できない問題である。 「資本を運用する

人々はそれによって同時に幾百幾千の労働力に

対する権力をもち， 欲すると否とにかかわら

ず，たえず彼らの生活および存在形成に介入し

ているのであることを率直に悟るべきである。

ここにたんに経済的局面だけでは解決できない

課題や義務が生ずるのである。」7) ・・・・・・各企業に

おいて両分野は問題の性質上峻別されなければ

ならないが，それだけ又正しい関係におかれな

ければならない。社会的秩序の維持ということ

で，給付秩序が損わるべきではなく，何よりも

企業者の創造的能力がそこなわれてはならな

い， と言うのである。

ところで経営経済学者としてのシェーファー

第 35巻第1・ 2号

にとっては「経営経済学の叙述の範囲内では．

経営生活の社会的問題についてはちょっと暗示

する程度にとどめておかなければならない。い

わんや新しい解決策といったようなものを提示

するわけにはいかない。」8) といってそれ以上立

入るのを差控えるのである。

以上によりシェーファー経営経済学における

労務論の位地と内容について要記してみよう。

1． 彼の経営経済学体系は基礎論，企業構造

論販売論および財務・会計論からなるが，労

務論は企業構造論のなかに位置づけられ，その

うちの内部構造の一つとしての「人力」として

「物力」（資産構造） と並べて取上げられてい

る。これは， ドイツ経営経済学では一般に労務

論が「労働」または「人間労働」として取上げ

られているのといささか趣を異にする。

2. 彼において「人力」とは企業に働らく人

間のことで，上は企業家から下は見習工まです

べての人間をふくみ，彼の人力論は企業家・経

営者論から始まっている。これにつづいて企業

における縦の関係， 階層関係として 「給付秩

序」， 横の閃係として「社会的秩序」の諸問題

が取上げられているが，前者は企業の純経済的

問題，後者は純社会的間類として両者は峻別さ

れ，経営経済学としては後者の社会的・倫理的

問題には深く立入るべきではないとする。

3. ところで，経済的周面である「給付秩序」

の方をみると，人力階層論から始まって，労務

担当重役，人事部長の職能，次いで重要な問題

として，労働契約期間，労働力総量，賃金，労

働力の協同の問題が取上げられている。単なる

指摘の程度にとどまり，もっとも言葉数の多い

（それでも 4頁余り）労働力協同論では協同を

確保するための方策・技術が論ぜられている。

社会的秩序が経営経済学の枠外に在るべきもの

--6 -
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とすれば， 彼の労務論はこの給付秩序論だけと

なるが， そうすると， 彼の労務論は内容的に

は，管理論であり，技術論であり， さらには規

範論ですらある。理論脈といわれる彼も， 労務

論にかんするかぎり技術論派，規範論脈だと言

わざるを得ない。

4. さらにもし， 彼が深く立入るべきでない

とした社会的秩序の問題をわざわざ取上げてか

なりの頁数をさいている （彼は給付秩序の 9頁

に対し社会的秩序に7頁をあてている）ので，

これをも彼の労務論のなかにふくませるとした

ら， 彼の労務論はいよいよも って規範論 とな

る。少なくとも彼の 「人力」論は，経済面では

管理論であり，社会面では規範論である と言え

る。

5. 最後に，彼の労務論は彼の全体系の中で

ささやかな地位しか占めていない。これは彼の

本領が販売論にあることにもよ るが，彼が労務

論ではきわめて控え目である ことにもよる。 人

間労働の問題は多く の隣接科学が関係している

から彼と しては経営経済学の 「分を守っ てい

る」”つもり であろう 。

注
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Methode und Hauptstron11111ge11, 2. Auflage 

1954. 

2) 藻利屯降篇，経営経済学評典，［IH42,18頁。

3) Erich Schafer, Die Unternehmung, -Ein-

fiihrung in die Betriebswirtschaftslehre, 1949, 

2. Auflage 1954. 

4) a. a. 0., Band 1, S.113. 

5) a. a. 0., S. 114. 

6) a. a. 0., S. 115. 

7) a. a. 0., S. 121. 

8) a. a. 0., S. 121. 

9) 「経営における人間」 をめぐる論争のなかで，
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げる必要のあることを主張したのに対し，シェー

ファーはこれにたいし真向から反対して，経営学

者は隣接科学にあまり 口出しせず 「分を守るべ

き」 であると言っている。 Erich Schap fer, 

Uber einige Grundfragen der Betriebswirtsch-

aflslehre. Zei tschrif t fiir Betrie bs w irtscha f ts-

lehre, 20 Jg. 1950, S. 555. 

2) グーテンベルクの「経営における人間

労働給付の最適生産性の条件」論

グーテンベルクは，わが国では一般に，現在

の西ドイツ経営学界における理論学脈の代表と

目されている 1)。 彼の経営経済学体系は生産，

販売， 財務， 計算制度を主な内容としている

が，労務論は彼のいわゆる「生産要素体系」論

のなかに位置づけられている。彼の主著 「経

営経済学原理」2) について見ればその第一巻生

産篇の第一部「生産要素の体系」第一章 「基本

要素」の 「経営における人間労働給付の最適生

産性の条件」(Die Bedingungen optimaler 

Ergiebigkeit menschlicher Arbeitsleis-

tungen im Betrieb)という項目のもとで述べ

られている。巻頭の目次によ ってその取扱い項

目を示せば次のとお りである”。

第 1部 生産要素の体系

第1篇基本要素

第 1幸 経党における人間労働給付の最適生産性

の条件

1. 経営における人間労働給付の最適生産性の

主体的条件

(1) 経営の適性ポテンシャル

(2) 個人的適性能力

(3) 労働適性と労働組織化

2. 経党における人間労働給付の最適生廂性の

客休的条件

(1) 近代的生粒技術の根源

(2) 外的労働条件の労働給付に及ぼす影孵

(3) 労働給付と労働時間

3. 経営における最適労働給付の条件としての

労働報酬

(1) 賃金公止の問題

(2) 労働報醗と労働困難性

(3) 労働給付と個人的超過給付
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(4) 労働給付と労働プレミアム

(5) 貨金刺戟制度の限界

第2章経営手段の最適生産性の条件（細目略）

第3章原材料投入の最適生産性の条件（細目略）

このように，グーテンベルクの労務論は，彼

の生産要素体系論のなかで—一一労働は経営手段

および原材料と並んで基本要素の一つとして

ー一取上げられ， 「経営における人間労働給付

の最適生産性の諸条件」をさぐることがその主

たる課題となっている。そして， この最適生産

性の諸条件は，労働者側の主体的条件と，労働

者を取巻く外部的・客体的条件と，労働報酬す

なわち賃金の三つの条件群に分けて論究されて

いる。

以上によってだけでも，グーテンベルクの労

務論の位地，性格，内容はおよそ見当がつくと

思われるが，念のためいま少し立入って考察し

てみよう。その内容は彼の「経営経済学入門」4)

で要約されているので，それをも参考にしなが

らみてみたい。

1. 労働給付の最適生産性の主体的条件

ここでの問題は， 「経営における人間労働が

最高の可能給付を達成するための主体的条件は

いかなるものであるか， この問とともに，同時

に，主体的労働適性と労働給付との関係の問題

が考察の前面に現われる。F論述の内容は，一

言でいえば，労働適性論である。

経営の適性ポテンシャル (dasbetriebliche 

Eignungspotential) として， すでに実現さ

れているもの，潜在的ではあるが実現可能なも

の，および潜在的でかつ実現不可能な三つの適

性が指摘されている。個人的給付能力はその発

揮可能の最大限を言うべきであるが， これは人

間が一定の労働に対してもつ能力と衝動 (Fむ

chigkeiten und Antrieben) によって規定

される，能力とは人間の肉体的・精神的および

第35巻第1・ 2号

心情的な素質のことである。この点からみた労

働組織論的目標 (arbei tsorganisa torisches 

Ziel)は「各人に給付能力に応じた仕事を与え

ること」6) である。

前記の能力と衝動との二要因のほかに，経営

給付に影響する主体的要因として次のものがあ

げられている。

(1) 働らく者が労働対象に対してもつ関係

(2) 働らく者が労働そのものに対してもっ

関係

(3) 働らく者がその同僚に対してもつ閲係

(4) 働らく者の経営外の私的領域にぞくす

る事情

ク‘‘ーテンベルクはこれらの条件について立入

って説明しているが， これらの事項は要するに

ヒューマン・リレーションズや経営社会学が固

有の問題領域として取り上げているところのも

のである。グーテンベルクは彼の経営経済学の

立場すなわち人間労働給付の最適生産性とい

う見地において， これらの問題を取り上げてい

るのである。

2. 労働給付の最適生産性の客体的条件

「経営における労働給付の客体的条件という

のは， 労働技術， 労働場所と作業空間との形

成，および休けい規則のことである。」7) これら

の客体的条件を最適の状態に近づけることに

成功すればするほど， それだけ労働効果は大

きい。 労働技術は伝習， 自己研修 (Selbster-

probung)， 労働諸科学によって蓄積・開発さ

れてきたが，なかんずく動作研究，作業分析など

が最も有利な方法技術の確立に役立っており，

労働場所や作業空間の合目的的形成の可能性も

大いに開けてきている。労働疲労の問題にも最

大の注目が払われてはいるが，休けい配分の問

題はまだ最後的解決をみていない。
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ドイツ経党経済学体系における労務論の位岡と内容 (I) 

ここでク ー`テンベルクが言っていることは，

要するに，労働諸科学なかんずく労働工学によ

る作業の方法，場所，環境，労働時間等の最適

条件の形成の問題である。

3 最適労働給付の条件としての労働報酬

これは彼の賃金論である。 「われわれの研究

は，労働給付が可能的最高度の生産性をもち，

経営における人間労働の完全な展開に抗すべき

すべての阻害的・破壊的作用を除去するために

は，労働報酬についていかなる条件がなければ

ならないかという問題にまさに集中される。」8)

彼の賃金論の内容項目はさきに掲げたとおり で

ある叫

その内容の要点を参考までにかかげておく 。

1. 公正貨金について

グーテンベルクは 「公正」 (gerechte oder 

angemesse)ということの忍味が相対的なもので

あると して，比較さるべきものとして次のものに

触れている。形式的にまとめてみると

(1) 労働の労苦にくらべて

(2) 他の賃金にくらべて

(a)同職種同僚の賃金

(b)同一企業内の他の職秤の貨金

(C)他企業における貨金

(3) 今日の生活条件にくらべて

グーテンベルクは更に経営にたいする労働者の

態度のなかの義務唸識， 共同体意識，帰艇・一体

意識等に対しても支払わるべきであるという説の

ある旨を指摘し，またいわゆる社会的賃金(Sozi-

allohn)については，これは社会政策的見地から

出たものであって，賃金の公正原則の上からはむ

しろふさわしくないものとしている。

2. 労働報醗と労働困難性

給付に応ずる賃金 (leistungsaquiv alenter 

Entgelt)の一つの判断態準として，労働困難度が

考察され，ここで労働評価 (Arbeitsbew€rtung)

すなわち職務評価が収り上げられる。

3. 労働給付と個人的超過給付

正常給付とは何ぞや，その設定の仕方，さらに

これに照しみた上での個々の労働者の超過給付の

とらえ方が問題とされる。具体的には，甚準没定

のための時間＝作業分析，出来高貨金が論ぜられ

る。

4. 労働給付と労働プ レミアム

前項の正常給付以上に出ずる超過給付に対して

支払われるところのプレ ミアムが論じられる。

5. 賃金刺戟制度の限界

労働が普通，集団的に行なわれるところから作

業集団のなかに一定の作業態度のパクーンができ

て賃金の刺戟制度に対して制約的に作用すること

が指摘される。

以上によってグーテンベルクの労務論の紹介

一ー若干の意見をまじえながら一ーを終るが，

これによ ってみれば，彼の労務論は理論的とい

うより，工学的であり，技術論的 ・応用科学的

である。すなわち，彼の労務論は内容からいえ

ば，人間労働給付の最適生産性の条件の論であ

り，方法からいえば，諸条件の「最適」な組織

ないし形成の見地からの接近である。すでに指

摘したごとく， ヒューマン ・リレーションズの

主要題目そのものが， グーテンベルクによ っ

て，労働給付の条件として，紐織論的，組織エ

学的に取り上げられている。こうみてくると，

彼の労務論は，技術論とはいわないまでも少

なくとも応用科学的である。

ク‘‘ーテンベルクの経営経済学はわが国では一

般に理論経営経済学として評価されているよう

であるが，すくなく とも労務論をみれば以上の

ようである。労務論にかぎらず彼の経営経済学

全体を一つの応用科学とみている人に，わが国

では市原季ー氏がある 10)。同感である。さらに

吉田和夫氏はクニーテンベルクの「経営経済学原

理」をめぐって展開された第3次方法論争に関

連して， 争点の一つである「純粋科学（理論）

か応用科学（実践）かという問題提起はそれ自

体理解し難い」として，グーテンベルクの経営

経済学があくまでも「企業経営の用具」として
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実践的に役立とうとしていること，従ってそれ

は企業者本位の理論構成になっている点を強く

指摘している 11)。シェーンプ）レークは，グーテ

ンベルクの基本要素論にふれて，そこでは経済

学的ないし経営経済学的視点よりもむしろ労働

科学や労働および生産技術論の視点が前面に立

現われており，方法論上問題がある旨を指摘し

ている叫純理論源と 目されるリ ーガー学脈は

グーテンベルクの経営経済における資本概念の

欠如を衝いているようであるが13)，そうだとす

れば，われわれはリーガーの経営経済学には反

対に労働概念の欠如を指摘しなければならない

ようである。

第 35巻第1・ 2号

注

1) グーテンベルク経営学の性格づけに関辿してよ

くリーガーが引合いに出され，両者の比校が行な

われる。 わが国では，たとえば，吉m和夫氏はグ
ーテンベルク経営学をリーガー経愕学の一つの発

／氏とみられ （海道・吉田編，ドイツ経営学説史，

1968年， ミネルヴァ書房， 82-83良） 小島三郎

氏は「グーテンベルク学派とリーガー学派はllt間

で一般に言われている程その方法論上差異がある

とは息われない」として両者を一つにして理論学

派とし，これを技術学派と規範学派に対置されて

いる。 （小畠三郎，戦後西ドイツ経営経済学のIi[

開，昭43,慶応通信， 75ー76頁）なお，藻利屯！）名

編経管学辞典，附 42,東洋経済新報，998貞参

照。

2) Erig Gutenberg, Gnmdlageu der Betriebs-

wirtschaftslehre, Erster Band, Die Produktion, 

1951, 1966 (12, Auflage) Zweiter Band, Der 

Absatz, 1955, 1965 (9, Auflage) 

溝ロ・高田成，経党経済学原理，第1巻生産篇，

1957,第2巻販売鯰，千愈杏房。因に生産篇は原

書第2版に基づいて行なわれている。

3) 原書第12版による。 邦沢された第2版とは若

千内容が変っている。 3つの主項目（宅体的，客

体的条件および貨金）は不変であるか，それぞれ

の細項目に芳干の変更（項目の追加と項目名の変

更）がみられる。 しかし，基本は変っていない。

4) E. Gntemberg, Einfiihrung in die Betriebs-

- 10 -

witschaftslehre, 1958. 池内信行監沢，杉原・古

田沢「グーテンベルク経営経済学入門」昭 34,

丁倉書房。

5) 邦訳 11頁。 この文胃は第 12版では消えてい

る。しかし，この文言のあるなしにかかわらず，

実質はおなじである。

6) Einfuhrung, S. 53-54.邦，沢，70ー71頁。

7) a, a, 0., S. 55. ~芯沢 ， 72頁。

8) 邦沢，経醤経済学原理， 35頁。

9) Grund[agen, 12. Anflageによる。

10) 市原季―•氏は，グーテンベルク経営学はリーガ

ーのそれと異って，一つの応用科学と兄られる。

そして，むしろ，グーテンベルクとメ レロヴィッ

ツとのあいだには，彼らのあいだの激しい論争に

もかかわらず，さした開きはなく，ともにシュマ

ーレンバッハの発展であるとみられている。た

だ，その発展の仕方において両者はちがう，すな

わち，メレロヴィッツがシュマーレンバッハの伝

統を継承しその系沿を作りあげようとするのに対

し，グーテンベルクはそれを乗りこえようとして

いる，と言われる。グーテンベルクはリーガーの

発展というより，むしろシュマーレンバッハの発

展とみられるところに，先に注品した吉田和火氏

の見解と異なる。 （市原季ー，西独経党経済学，

昭34,森山書店，32ー 33,51, 94頁）

11) 古田和夫，ドイツ経符学史ーーグーテンベルク

経済学を中心として一ー， 三戸公編， 経営学，，党

史，昭40,61頁。

12)「同様にまた甚本要索は鮎合過四におけるその蚊

適生産性の見地の下においてのみ判断されてい

る。 その場合主と して前面に立現われているの

は， 経済学的または経営経済学的悦点ではなく

て，他のもの，すなわち経営の経済性に影轡する

ところの諸視点である。それらはまず第一に労働

科学，労働および生粒技術学および経営組織，i命の

それである。他の学問分野の認識対象に対するこ

のような侵害は経営経済的問題の取扱いにおいて

はますます必要かつ有益であることがわかった。

その限りにおいて，グーテンベルクは大学の講義

で既成の事実となっている発展に従ったわけであ

る。しかし他学科の事惜を経営経済学の領域内に

移すことは，方法論上問拙となるのである。この

問迎に対してグーテンベルクは一ーその手がかり

は文献のなかに，と くにニックリッシュにおいて

た くさんあるにもかかわらず—殆んと考屈を払



ドイ ツ経似；経済学体系における労務論の位箇と内容 (I) 

ってし なヽし沿」 Schonplug,a. a, 0., S. 421. 

13) 吉田和夫，前掲書，83頁。

3) メレロヴィッツの「労働」論

メレロヴィッツはシュマーレンバ ッハの系統

をつぐ技術論脈の代表と目されている。彼にお

いては経営経済学は実用また応用科学であり，

あくまでも現実に即した学問 (einewirklich-

kei tsnahe Wissenschaf t)であって叫 理論

のための理論は彼のもっとも嫌忌するところで

ある。彼によれば，経営経済学は経営の理論と

政策と技術の三論から成り，理論は政策のため

の科学的基礎をなし， 技術は政策を実行するた

めの方法 ・手段であって，政策論こそが中心問

題である 2)。 彼は最近「企業政策」と題する大

著三巻を世に問うている 3)。 彼の経営経済学で

は，理論や政策や技術が入りまじ っている。け

だし， 「関連す る技法に全く触れないで純粋に

理論だけを云々するのは応用科学の原則にもと

る」からである。そう言いながらも彼は理論の

取扱う分野と政策論のそれとについて一応の概

観をあたえている。その説明は必ずしも明瞭で

はなく，場合によっては辻つまの合わないとこ

ろもあるが，まずその説くところによっで労務

論の位置 ・内容をみてみよう 。 ．． 
メレロヴィッツは経営経済学の理論が本来取

扱うべき主要問題群として次の四つをあげてい

る4)。 （細目は省く。）

1. 経営経済理論の中心問題

（経常経済学の認識対象それの現実との関係，

経岱秩序と経済秩序との関係，経党経済学と国民

経済学との関係）

2. 経党構造の問題 （形態論）

1) 形態を支える諸要因

2) 財務構造

3) 組織構造

4) 企業形態と集巾形態

3. 経営経過の問題 (Katallektik)

1) 形態を支える諸要因

2) 経営諸機能とその分析

3) 労働経過の組織化(DieOrganisation der 

Arbeitsablaufe) 

4) 経営経過の監督

5) 経党相互の取引

4. 社会的経営形成の問題 (Die Probleme der 

sozialen Betriebsgestaltung) 

1) 経営における人問指祁

2) 利益参加と共同所有

3) 共同決定法

以上の四つの問題群のうち重要なのは 2と3

の経営構造論と経営経過論であるとしている。

上記項目中，労務に直接関係あるものは， 3の

3)の 「労働経過の組織化」と4の「社会的経営

形成の問題」である。また， メレロヴィ ッツは

上記項目の全体を通じて最も重要な経営経済学

の問題として次の五つを列記している5)0

1. 財務および財務管理

2. 計算制度および費用理論

3. 組 織

4. 市場および消費調査

5. 人間指導 (Menschenfohrung)

以上によ って見れば， メレ ロヴィ ッツの労務

論は大きくは経営経過論における労働経過の組

織論と，社会的経営形成論とくに人間指導論 と

の二つから成るように思われる。以上は経営経

済学の「理論」 の取扱い事項として述べられて

いるものであるが，政策論の取扱うべき問題と

して大きく次の二群があげられている叫

1. 経済性の形成と維持： 商人的経営政策

2. 社会的経営形成：社会的経営政策（すな

わち経営社会政策）”

この二分類は経営の技術的 ・経済的局面と社

会的局面との二面に照応するものであるが， 経

営労務についてみると，社会的経営形成がその

共通の課題として理論にも政策論にもあげられ
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ており，また理論であげられている「労働経過

の組織化」にしても政策的・技術的問題の取上

げ方である。このように， メソロウィッツにお

いては，理論と政策と技術とは労務論において

はとくに一休化ないしは混在しているように息

われる。

以上は，理論，政策および技術の三論から成

るメレロヴィッツの経営経済学の在るべき姿に

かんする彼の説明にもとづいて，労務論の性格，

位置内容をうかがってみたのであるが，次に

実際のところ，彼の「一般経営経済学」8) では，

労務論はどうなっているか， これを検討してみ

よう 。彼の「一般経営経済学」はレクラム版四

冊に収められているが，その編章区分は次の通

りである。 （労務に関する章節は必要に応じ細

目を示した）

第1章 経営経済学の概念，分類および方怯

第2章 全体経済の環節としての経営一ー経済諸

形態

第3章経営諸形態

第4章 三つの経営的生産要素

1. 労働

a. 経営における人間

b. 社会的経党形成

c. 労働の形成

d. 賃金およびその諸形態

2.登木

3 糸li 茶伐 ［以上第 1冊J

第5章生産の理論［第2冊J

第6章生産理論の 応用ー―遠予営諸機能（韮本

機能） ［第3冊〕

第7章生産理論の応用一ー経営諸機能補完機能：

管理と指揮 ［以下第4冊〕

1. ；管理 (Verwaltung)

a) 人事管理(Personalverwaltung)

b) 計算制度

2. 指揮 (Leitung) 

3. 近時における企業家

以上によって見れば，労務は生産要素論（第

第 35巻第1・ 2号

4章）と管理論（第7章）とにおいて2回取上

げられている。前者では，生産の三要素の一つ

として資本および組織と並んで，後者では人事

管理として計算制度と並んで補完機能たる管理

の一つとして取上げられている。

まず前者からみていこう 。 （前掲目次参照）

a)経営における人間

これは労務論の序論である。経営は技術的・

経済的および社会的単位であって，その中心に

人間が立っている。経営労務における経営指揮

の役目は経済面においてはよき組織と公正賃金

とであり，社会面においては経営共同体の形成

である。メレロヴィッツは経営労務の三大問題

として次のものを掲げている。

(1)社会的経営形成

(2)労働経過の経済的最良形成

(3)公正賃金

以上のうち （1) の社会的経営形成が経営の

社会的側面にかかわる経営共同体の形成と，そ

れによる労使対立の克服である。 (2) と (3)

とが経営の経済的側面にかかわる重要問題であ

るが， これらは同時に社会的要素をも含んでい

て， 経営における社会的問題との接点をなして

いるの

b)社会的経営形成

これは真の経営共同体を形成して労使対立を

克服することを目的とするものであって，単な
． 

る資本政策すなわち最大限収益性を志向する経

如峰政泊 (betrieblicheSozialpolitik)か

ら区別される9)。 かかるものとしての社会的経

営形成は労使の対立，資本家による経営支配お

よび人間関係の物化を排除しようとする必要か

ら生まれたもので，その推進力として国，労働

組合および経営の三つがあるが，なかでも第三....... 
の社会的経営政策がその中心に立つ。社会的経
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営政策はその方法として，労働者の物質的状態

の改善にかかわるものと，経営共同体の形成に

かかわるものとがある。前者には福利厚生，公

正賃金，利益参加および共同所有等があり，後

者にはバートナーシャフトの形成と共同体の本

質的要索としての経営参加とがある。 なお本

来，経営の経済的側面にぞくする公正賃金がこ

こで登場しているのは， これが，経済面と社会

面の接触面であり，結び目であるとされるがゆ

えである 10)。

C)労働の形成 (dieGestaltung der Ar-

beit) 

これは物に対する人間の関係を人間の側から

人間本位に形成しようとするものである。

での課題は

イ）適性に応じた人間の最適配置

>-> 
＼ーし—••

ロ）道具・機械並びに作業環境の合目的的設

定

ハ）作業分析

＝）給付確認のための作業遂行のコントロー

Jレ

以上の一々の説明は省くが，要するに科学的

管理II)または IEの仕事である。

d)賃金およびその形態

これは人間の経営への組入れの経済的側面と

され， その原則は給付賃金または公正賃金の

原則 (Prinzipdes Leistungslohnes oder 

Prinzip des gerechten Lohnes)である。し

かし他方，経営の社会的側面に応ずる原則とし

て社会的賃金の原則 (Prinzipdes sozialen 

Lohnes)があって第一の原則を修正する。社会

的賃金とは労働給付には直接かかわりなく支払

われる賃金のことで，たとえば年令給，家族給

がそれである。第一原則にかかわる賃金問題は

賃金形態の問題と労働評価のそれに分かれる。

次に前掲第7章の補完的経営機能，すなわち

管理機能としての人事管理についてみれば，そ

の課題として経営が「自由に処理しうる労働力

が大切に取扱われ，かつこのことに関連して行

なわれるべき業務が申し分なく遂行されるよう

に処置すること」であり， したがって 「指揮

（ートップ・マネッジメントー副田）の執行機

関である。」12) として， ここでは主に人事管理

部の仕事と組織とが中心に述べられている。そ

して最後に，人事管理と人事政策および人事指

導との関連にふれ，なかんずく，人事管理（部）

が考慮すべき人事政策的原則―これは基本的

には指揮（部）すなわちトップ・マネッジメント

が設定する一ーとして次のものを掲げている。

(1)従業員の就業（配置，昇進，一時解雇）

にかんする原則

(2)賃金および労働時間決定にかんする原則

(3)従業員の教育にかんする原則

(4)労働災害防止および健康保持にかんする

原則

(5)各種保障（規則的就業，保険，年金）に

かんする原則

(6)労使関係の形成にかんする原則

以上によって， メレロヴィッツの労務論を考

察してみると，次のようないくつかの特徴点が

浮かび上がる。 ． 
1. 経営労働を三つの経営生産要因ー~労. 
働，資本，組織ー一の一つとしてとらえながら

も，その社会的側面をひじょうに強調している

こと。取扱い事項からいえば，伝統的な労働形........ 
成論と賃金論との他に新しく社会的経営形成論

が登場している。 （旧著と比較，後段参照）

2. のみならず， ドイツ経営経済学の伝統に

したがって労務論を生産要素論の中に位置づけ

るだけでは済まされなくなったのか， 労務論
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(Die Arbeit) とは別個に管理論において人

事管理論を新しく設けていること。かくして彼

において経営労務論は，狭義の伝統的な労務論

と新しい労務管理論との二本立ての形になって

いる。

3. 経営労務は技術的・経済的側面と社会的

側面とに分けられ，それぞれ別個の原理が支配

することになっているが，それが経営経済学的

には統一されず，二元論に止まっているように

感じられる。 （このことに関連して， 彼の労

務論は規範的性格がきわめて強い。） メレロヴ

ィッツと大体同じ傾向に立つと思われるハック

スはこの脈にまつわるこうした二元論的傾向

を経営経済学的に一一厳密には経営政策論的

に一一統一しようと試みている 13)0 

〔付〕 メレロヴィッツ旧著「一般経堂経済学」にお

ける労務論

K. Mellerowicz, Allgemeine Betriebswirtschafts-

[ehre, 2. verbesserte Auflage, 1932 (1. Auf. 

1929)昂式大塚一郎「経営経済学総論」昭 8'日本評

，誦社。 （原本が手許にないので， 以下屯ら邦訳によ

る）

ドイツの経営経済学は第二次大戦を境として性格・

内容の点で少からず変った。経営労務の面ではとくに

大きい。その、意味で，メレロヴィッツについて，これ

まで検討してきた最近のものを念頭におきそれと比較

しながら，彼の戦前のものをみてみたい。

まず，労働は生産炭素の一つとして，資本および組

識と並んで収上げられている点は現在と同じである。

即ち，第4章「経営における三つの基本職能」の第2

節「生産」の中の一項目「労働」として収上げられて

いるが，その頁数もわすか14真（邦訳全346頁中）に

すぎず，労務論の置位はきわめて低く，かつ小さい。

その内容は性いてこれを区分すれば，労働形成，負金

および労働費用の三論からなる。しかも，費用論的伐

人ばか一四している。 「労働は経賃の立坦からは生）？tF 
段であって，而も布機的J-段である。……企業の立場．．．． 
からすれば，労働は商団であり，費用部分である。」

(JI；沢， 220貞。）また一般に「経営の理論は其の核心

に於いて費用の理論である」（同 28貞）として，費用

第35な第1・ 2号

論的思考が一貝して流れている。

第一の労働形成論は， 「合理的労働経済」論と呼ば

れ， 「無機的資本を入念に収扱うことはあらゆる企業

者にとてて自明の理である。 1i機的資本（労慟のこと
ー副田）を入念に収扱うことも，これに劣ることなく

経済性の問題である」として，労働の心理学的，生理

学的性質を明らかにし労働者の粕神を高識すること並

びに作業環境の整備の必及が説かれている。

第二の員金論では，貨金が労働の価格（費用）であ

ると共に，労働者にとっては生叶の手段であって，労

慟者の収扱い上きわめて玉炭である旨を述べたあと，

貨合の形態論と労慟費用論に移る。賃金の形態論では

例によって時間設金と出来高貨金が述べられている。

労働費用論では「生産囚子としての労働を誌識する

ためには，更に業界単位の毀用に於ける労働毀の割当

てが菫要な意義を有する」 (228頁）として，経済語部

門における労働費率とその比較，一般費に対する労慟

毀の割合，資本災，材料費に対する労慟費の割合，労

働費率の重要性について述べられている。

以上によってみれば，新旧両著いずれも労働

を生産要素の一つとして生産要素論に位鷹づけ

ていることは同じであるが，新著が労働の人間

的社会的側面を強く前面におし出しているのに

対し，旧著ではあくまでも技術的・経済的側面

に終止し，費用論的思考に貫かれている。すな

わち旧著は経営が技術と経済の二局面から成る

とされているのに対して，新著では更に社会的

局面が追加されている。

内容からいえば，旧著では，労働の合理的形

成と賃金形態論と労働牲用論が論じられていた

のに対し，新著では労働費用論は姿を消して仕

会的経営形成論が加えられている。このため，

新著では経営の経済論と社会論との二元論にお

ちいった感があり，旧著においてかえって経営

経済学としての一貰性をもっていたといえる。

しかし，経営経済学としてはともかくとして，

経営主体すなわち経営者としては今日その社会

的側面を無視するわけにはいかないり経営の政

策ないし管理の上からはこれを十分に考慮する
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必要がある。前記のごとくハックスが狭義の経

営経済学においてではなく，経営政策論におい

てこの二元論を克服しようとしたことは自然の

道行というべきであろう。

（注）

1) Konrad Mellerowicz, Allgemeine Betriebs-

wirtschaftslehre, 1958, I Band, S. 39. 

2) a. a. 0., S. 56. 

3) Konrad Mellerowicz, U nternehmenspolitik, 

1. Band, 2. Band, 1963, 3. Band, 1964. 

4) a. a. 0., S. 49ff. 

5) a. a. 0., S. 50. 

6) a. a. 0., S. 53. 

7) メレロヴィッツはここでは社会的経砧政策(so-

ziale Betriebspolitik)と経営社会政策 (betrieb-

liche Sozialpolitik)とを同視しているが， 他

の所では区別している。本稿12頁右参照。

8) 注 1)参照。

9) 注 7)で指摘したごとく，社会的経固政策と経

営社会政策はここでは区別されているが，別のと

ころでは同一視されている。ここでの区別は， し

かし， Geckにおける両者の区別，これを受けた

わが国での区別に関する通説とは，むしろ反対に

なっている。通説によれば，経営社会政策の方が

社会的，倫理的動機に基づき，社会的経営政策の

方が経済的勅機に甚づいていると解されている。

メレロヴィッツと同じ方向で区別している者に，

E.ミーヘルがし‘る。 Ernst Michel, Sozia/-

geschichte der industriel/en Arbeitswelt, 3. 

Auf. 1953, S. 149ff. 

10) a. a. 0., S. 161. 

11) a. a. 0., S. 179. 

12) a. a. 0., IV. Band, S. 6. 

13) K.ハックスはこの点，経営社会政策を企業政

策の一閑として経営経済学的見地から一元化しよ

うと試みている。 Karl Hax, Betriebliche So-

zialpo/itik a/s Tei/bereich der Unternehmungs-

politik, ZfhF. 1955, S. 1ff. 

4) ギード・フィッシャーの「経営におけ

る人間」論

フィッシャ ーはドイツ経営経済学界で独特の

地位を占めているといわれているい。 彼の経営

経済学は管理論的性格を濃厚にもちそれを前面

につよく打出している。彼は経営経済学の任務

を率直に「経営の内部や市場で，どうすれば最

も経済的に経営の能率を高めることができるか

を明らかにすること」2) としている。 これから

見れば， 彼の経営経済学は本質的には管理論

であり技術論である。彼は経営経済学を経験的

実在論的科学としながらも 同時に実用科学

(eine pragmatische Wissenschaft) であ

り，さらには規範科学たるべきことを説いてい

る叫 すなわち，彼の経営学には純粋科学の面

と実践科学の面と規範科学の面の三つが共存し

ているのである心

フィッシャーは， メレロヴィッツと同じく，

経営経済学が理論にとらわれて現実ばなれする

ことのないよう極力警戒し忠告している5)。彼

の実践的，規範的傾向はその経営共同体論に集

中的にあらわれている。彼は経営の人間的・社

会的側面の重要性を強調し，経営経済学が従来

そうであったように経済的局面に囮踏するのを

非難する。したがって彼の労務論は彼の体系の

なかで重要な地位を占めることになる。

フィッシャーは経営給付の要素として資本と

労働の二つをあげる。彼は経営経済学がこれま

でもっばら資本の見地に立って価値の問題を中

心に考察をつづけてきたことを難じ，これから

は同時に人間労働の立場からも考察することが

肝要であると主張する叫 フィッシャーの労務

論は「経営における人間」 (Der Mensch im 

Betrieb)と題して彼の「一般経営経済学」”の

第四章に配されている。表題からも察せられる

ごとく，彼の規範論的傾向はここでむき出しに

なっている。 「経営における人間」の大体の構

成と内容をうかがってみよう 。まず，その目次
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を示せば次のとおりである叫

第4章経営における人間

1. 労働給付

a. 人間労働

労働と労働給付一人間の労働給付一労働科

学ー作業指導

b. 経営における作業設計

作業分類ー作業評価ー作業時間評価ー職務

評価一能率および人事考課ービド一方式一

作業計画と作業組織ー作業と能率の統制一

操業変勁一労働能率の分析

2. 経営共同体

a. 経営における人間関係

人間の晶位―l司僚愛ー企業内のグループ組

織ー企業内の人間指遅ー経営のパートナー

シャフトー労務政策

b. 共同決定と経営協議会

共同決定の形態一法律上の決定一営経協議

会ー経済委員会一経営共同体の分析

3.貨金

a. 賃金制度

貨金制度一賃金支払一貨金の分析

b. 成果配分

成果配分及び実体配分ー業紐配分ー収益配

分ー利潤分配ー実体配分一成果配分の分析

これで見ると， フィッシャーの労務論は労働

給付論，経営共同体論， 賃金論の三つから成つ

ている。順序はちがうが， メロヴィッツにおけ

る労働形成論，賃金論および社会的経営形成論

と同じ構えである。

第一の「労働給付」はーロで言えば適性配置と作業

管理である。 aの「人間労働」では，労働および労働

給付の意味，労働給付を規定する諸要因，これら諸要

因を収扱う労働科学を述べ，なかんずく労働心理学，

経営心理学の成果にもとづ く適性の発見と配置につい

て述べている。 bの「経営における作業設叶」は要す

るに作業管理に帰着する。時間研究，勁作研究に始ま

って作業評価に至る椋準設定と，他方，個々人の給付

評価と人事考課が述べられ， 最後に作業計画と作業組

織が取上げられる。

第二の「経営共同体」の a 「経営における人間関

係」では人間関係が， b 「共同決定と経営協議会」で

第35巻第1.2サ

は労使関係が取上げられる。なかんずく前者では，著

者独特の経営パートナーシャフト (betrieblichePart-

nerschaft)形成の主張が述べられている。真の経営

共同体はパートナーシャフトの導入によって実現され

るが，ここではパートナーシャフトの意味，機能，そ

れを実現するための諸原則とその方法，ペートナーシ

ャフト契約の内容等が述べられている。 最後の「労

務政策」 では， スタッフ組織としての人事・社会部

(Personal-und Sozialabteilung) とその職能が取

上げられている。 bの「共同決定と経営協議会」はそ

れらの意義と，西ドイツにおける現行制度の解説とな

っている。

第三の「貨金」は a 「貨金制度」と b「成果配分」

とから成っている。前者は貨金の経済的側面，後者は

その社会的側面に当ると言えよう。前者は貨金形態，

制度の説明であり，後者では，成果配分 (Erfolgsbe-

teiligung)の根拠と意義， その諸形態が述べられて

いる。労働者も資本と並んでその労働給付を通じて成

果増大に貢献するので，ここに成果配分要求の根拠が

生ずる。労働協約で決められた賃金率は最低負金にす

ぎないので成果に応じそれ以上の分前が生ずる。成果

配分の形態としては， 業績配分 (Leistungsbeteilig-

ung)， 収益配分 (Ertragsbeteiligung)および利潤

分配 (kapitalmassigeGewinnbeteiligung)の三つ

が取上げられる。業緒配分は給付された使用価値の量

と質が基準で，いわば業紐手当の如きもの。収益配分

は収益高に応じ，利潤分配はここでは従業員の資本参

加を前提とするものである。

以上によってみれば， フィッシャーの労務論

は， 「経営における人間」の問題として取上げ

られ，経営共同体論またはバートナーシャフト

論を中心にすえて，規範論的性格をきわめて濃

厚に打出している。経営給付要素の一つとして

経営要素論の中に位懺づけられていることは他

の経営学者のばあいと同じであるが，彼におい

ては今一つの要素である資本と並べて取上げら

れている。彼の労務論の構成，すなわち労働給

付論，経営共同体論および貨金論の三本立はメ

レロヴィッツの場合と同じである。繰返してい

うが，彼においては規範論的性格がきわめて濃

厚で，前面に立現われている。
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ドイ ツ経は経済学体系における労務論の位戦と内容 (I) 

〔付〕 旧著「経営経済学入門」 (Guido Fischer, 

Betriebswirtschaftslehre, Eine Einleitung, 1935) 

における労務論。

ちなみにフィッシャーの戦前の著作における労務論

をうかがってみよ う。ここでは労務論は「人間労働」

として， 資本と並んで 「企業の二つの要素」 （第3

鼻：）の—•つと して J収上げられている。目次を示せば次

のとおりである。

第3章企業の二つの裳索

1. 人間労働

a) 労働給付

b)貨金

2.賓本

すなわち， 1日著では新著とちがって，「経営におけ

る人間」としてではなく 「人間労働」と して取上げら

れ，その中味も，a)労働給付，b)貨金となってい

て，新冴でみられた経党共同体論が欠けている。もっ

とも，a)労働給付論の最後のところで，工場共同体

(Werkgemeinschaft) という小見出しがあって，そ

こでそのj肌芽をみせている。そこで述べられているこ

とは，しかし，ナチスの国民労働秩序法(Gesetzzur 

Ordnung der nationalen Arbeit)に触れながら，

経営における上下の信頼関係，上司の心構え，国家や

企業の社会政策や福利施設，幼年エ教育，労使関係等

の王炭性やあり方が的単に述べられている 程度であ

る。

（注）

1) 藻利玉隆編，経営学辞典，昭42,東洋経済新報

社， 993貞。

2) Guido Fischer, Allgemeine Betriebswirt-

schaftslehre, 1935, Sechste, erweiterte Auflage 

1952, S. 2. Jll;J{，清水敏充沢，経岱経済学，昭

37,日本能率協会， 20頁。邦訳は原書第8版によ

っているので，上心第6版とは内容が少し変って

し‘る。

3) a. a. 0., S. 4.前掲J15訳，23頁。

4) 前記のごと くシェーンプルークはドイツ経営経

済学の諸領l句を大きく規範学派と経験的実在論学

派とに分け，後者をさらに理論派と技術論派とに

分けて，何人かのドイツの代表的経営学者をそれ

ぞれに配したが，いずれの派にぞく するにせよ，

同一人についても，仔細にみれば多かれ少かれ，

これら三つの傾向ないし側而はみられるようであ

る。そこに経営経済学の特徴といえば特徴らし

いものの一つがあるようにも思われる。フィッシ

ャーみずから，彼の経営経済学にこの三つの側面

のあることを公言しているのである。

5) a. a. 0., S. 1. 

6) a. a. 0., S. 8. 

7) 注 2)参照。

8) ここは， 原書第6版と邦沢（第8版）とでは小

見出がし変っているので，邦訳によった。

5) 一応のむすび

以上，現在のドイツ経営経済学における理論

派技術論派，規範論派の代表者としてそれぞ

れシェーファーおよびグ｀ーテンベルク， メレロ

ウィ ッツ，フィ ッシャ ーの四名を選んで，それ

ぞれの一般経営経済論における労務論の位置，

性格，内容を考察してみた。ここではそれらを

併せ考えて概括してみよう 。いくつかの線が浮

かぴ上ってくる。

1. 全般的に労務論はドイ経営経済学体系の

なかでは重要な地位はあたえられていない。

ドイツ経営経済学の在来の中心問題はなんとい

っても財務や計算制度のそれであって，労務問

題は副次的な地位しかあたえられていないとい

えるようである。われわれの見たかぎりではそ

れはシ ェーフ ァーに最もよく現われている。ち

なみに理論派の総帥ともいうべきリ ーガーには

労務論はない。生産論もない。もっとも戦後は

戦前にくらべると，労務論もいろいろと問題に

されているが，内容的にはさして高まっていな

いようである。そのためにむしろ， 方法論的に

は混乱を生じてるようにさえ思われる。

2. 体系内の位置づけとしては，一般に生産

要素または企業（経営）要素の一つとして要素

論のなかに位置づけられている。これはドイツ

経営学，労務論の伝統といえるかと思う 。われ

われの見たところでは，シェーファーが若干趣

をかえて企業構造 その内部構造論に位置づけ

ている。
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3. 労務論の内容というか，その取扱い事項

は大体において①労働形成（広義作業管理論）

②賃金および③経営の社会的側面 の三つに

集約できるようである。メレ ロヴィ ッツおよび

フィ ッシャーにおいては③は経営共同体論とな

っている。シェ ーフ ァーにおいては①と②とは

彼の「労働力の給付秩序」論のなかで取上げら

れ，経営の社会的側面は「社会的秩序」論とし

て，経営共同体論としてではなく， 法的 ・倫理

的問題として経営経済学の範囲外にぞくするも

のとされている。グーテンベルクにおいては，

かかる意味での経営社会論なるものは全くみら

れない。

4. 経営労務論の内容をなす上記3事項の う

ち①と②すなわち労働形成と賃金論とは戦前か

らのもので， ドイツ経営経済学固有のものであ

るが，③の経営社会論的思考は戦後新しく加え

られたものである。この問題は今次大戦後経営

経済学の体系 ・内容との関連で大いに議論され

たところで，経営の社会的問題を経営経済学が

取上ぐべきか否かについて賛否両論にわかれて

激論が闘わされた（本稿つづき参照）。 シェー

ファ ーはその時の反対論の急先鉾であった。そ

の彼がひかえ目ではあるが， 「労働力の社会的

秩序」論を述べているのである。

5. 経営の社会的側面が論じられる場合，多

くは経済的側面とが統一されず二元論的な構え

になっているが，経営経済学における経営社会

論の導入に真向から反対するシェ ーフ ァーにお

いてすらその傾向がみうけられる。この点ーば

ん筋がとおって一貫しているのは，グーテンベ

Jレクである。第一，彼の経営経済学には経営共

同体論とか，一般に経営社会論的論述はない。

すでに見たように， 彼の労務論は「人間労働給

付の最適生産性の条件」論であって， これが主

第 35巻第 1・ 2号

体的条件， 客体的条件および貨金の三糾に分け

て論じられているのである。そのなかには，人

間関係論や経営社会政策論で問題にされる事項

にも触れられているが， しかしこれらの事項は

ここではあくまでも，労働給付の最適生産性の

条件として，その見地から考察されているので

ある。

しかしながらこのグーテンベルクの一ーー狸倫

源の代表のようにわが国でみられているク‘‘ーテ

ンベルクー一”)労務論の見地も，すでに述べた

ごとく，純粋理論のそれというよりもむしろ応

用経済学的なそれに近いものとみるべきであろ

う。

6. ドイツ経営経済学における労務論の伝統

的内容をなす労働形成と賃金論のほかに， 経営

共同体論一般に経営社会論的思考が出てきた

のは一つの動きであるが， メレロヴィ ッツにお

いてはこの外にさらに経営の補完的職能論，す

なわち管理論において人事管理が新しく取上げ

られているのも注目すべきことである。すなわ

ち，彼の経営経済学では経営労務については経

営労務論と人事管理論 （労務管理論）の二つが

併存することになる。両者の関係についてはそ

の内容に即して立入って検討してみる必要があ

ろう 。

7. 以上のようなものと して， ドイ ツ経営経

済学における労務論はアメリカにおける人事管

理論一般に労務管理論と呼ばれているものと

は，性格 ・内容を異にしている。とくに，戦前

の労務論は， 労働形成論と賃金論（メ レロヴィッ

ツでは労働費用論がこれに加わるが）とを内容

にして人事管理とは大いに異なる。アメリカに

その類比を求むれば，むしろ人事管理に先行す

るテイラーの科学的管理 作業管理と賃金管

理＿に照応する ものといえよう 。戦後は経営
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ドイツ経図経済学体系における労務論の位置と内容 (I) 

にかんする人間問題が多くの人々によって取上

げられたが， これまたアメリカにおける類比を

求むれば，人事管理につづく人間関係および経

営内労資関係管理に照応するものというべきで

あろううところで，アメリカにおける経営労務

論のこれらの発展は，はじめから労働および人．．． 
事（賃金をふくむ）の管理論として行なわれた

のであるが， ドイツでは経営経済学の体系内で

取扱われてきたかぎりにおいて，管理論にてっ

ていできず，それかといって，純粋に労働の経

済理論に止まることもできず，見たごとく，中

間的な性格を帯びている。その傾向は戦後にお

いて益々深まりつつあるように思われる。

もちろん，テイラーの科学的管理に相当する

労働工学はドイツではいわゆる経営科学 (Be-

triebswissenschaft)の名の下に， 経営経済

学とは別個に発展しているし，他方，人事管理

そのものはいわゆる人事制度論 (Personal-

wesen)として， これまた一般経営経済学のわ

くのそとで，或いは，人事政策論 (Personalpol-

itik) として経営政策論 (Betriebspolitik) 

のなかの一部門として最近展開されているとこ

ろである。けだし，人事制度論や人事政策論

一般に労務管理論はドイツ経営経済学の伝統的

枠組のなかでは容易には収容されえない性質の

ものであろう。これらのことについては，次回

ふたたびふれるであろう 。
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